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沢市におけるCO2排出量削減のためのインセンティブ

CO2排出量を削減するためには、行動の必要性についての意識の共有ととも;こ、

行動へのインセンテイブが必要である。インセンテイブとは「誘因」のことで、「や

る気を起こさせること」とも言える。排出枠を売買する排出権取引制度も、発展

途上国の排出量削減への援助を先進国の排出枠から差し引くCDM(クリーン需発

メカニズム）も、そのための経済的インセンテイブである。それでは、燕沢市に

おけるインセンテイブとは、なんだろうか。私ほ2つのことを提案したい。

1つは、公共交通体系を整備して、自動車に乗るようもそれを利用する方が便

利で経済的になるようにする。具体的には、横浜市営地下鉄を延長して、瀬南含・

慶応大学､ライフタウン・辻堂駅を結ぶ路線を造ることである。こうすれば、学

生や沿線の住民が便利になるばかりでなく、皇動車に乗って排気ガスを出さなく

てもよくなる。小児喘息も減るだろう。一石三鳥である。2つ目は、太陽光発電

パネルによって生産した電気を高く買い上げることである。東京電力が高く買わ

なければ、県や霧沢市が差額を負担すればよい。今みたいに、元を取るのに20年

もかかるのでは、だれもパネルを取り付けない。これらのことが、大型開発や企

業誘致よりも、市民のためになる税金の使い方である。

精神論で市民の協力を期待するだけでは､藤沢市のCO2削減は前には進まない。

しかし、前に進めるためには行政当局との連携が不可欠である。そこにエコネッ

トのようなNGOの出番がある。十分調査。研究した上で具体的な提言をとりまと

め、行政に対して提案する。誰が、どこで、どれだけCO2を出しているのか？そ

の調査が出発点である。このことにしても、行政の協力が不可欠である。

「低炭素モデル都市。藤沢」を目指して頑張りたいものである。

（川崎健〆L
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